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平成 15 年 3 月期   個別中間財務諸表の概要  平成14年 11月 15日 
 

上 場 会 社 名               日本精工株式会社      上場取引所  東 大 名 福 札 
コ ー ド 番 号               ６４７１        本社所在都道府県   
(ＵＲＬ http://www.nsk.com)                         東京都 
問合せ先  責任者役職名               執行役員 経理部長                
            氏        名         三木 玄夫                 TEL（03）3779-7056   
中間決算取締役会開催日               平成14年11月15日          中間配当制度の有無    有 
中 間 配 当 支 払 開 始 日               平成14年12月12日          単元株制度採用の有無 有(1単元 1,000株) 
                                                  

１．14年 9月中間期の業績(平成14年 4月１日～平成14年 9月 30日) 
(1)経営成績               記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  売上高 営業利益 経常利益 
 
14年 9月中間期 
13年 9月中間期 

百万円

160,195 
155,467 

％ 
3.0 

△9.7 

百万円

2,453 
1,900 

％ 
29.1 

△74.1 

百万円

538 
1,025 

％ 
△47.5 
△85.9  

14年 3月期 304,658  2,797   2,049   

 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 
14年 9月中間期 
13年 9月中間期 

百万円 
3,735 
1,601 

％ 
133.3  
△70.7  

円   銭 
6 79 
2 85 

14年 3月期 △8,351   △15 00 
（注）①期中平均株式数        14 年 9 月中間期  550,015,054 株    13 年 9 月中間期  561,825,161 株 
      ②会計処理の方法の変更    無                               14 年 3 月期      556,734,080 株 
      ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  

(2)配当状況 

 １株当たり 

 中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
14年 9月中間期 
13年 9月中間期 

  円  銭 
2 50 
2 50 

  円  銭 
― 
― 

14年 3月期 ― 5 00 
 

(3)財政状態 

 
総資産

 

株主資本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
14年 9月中間期 
13年 9月中間期 

百万円 
519,405 
534,830 

百万円 

221,246 
241,606 

％ 
42.6 
45.2 

円   銭

404 93 
430 04 

14年 3月期 551,039 239,765 43.5 435 25 
(注) ①期末発行済株式数 14 年 9 月中間期 546,386,782 株 13 年 9 月中間期 561,826,104 株 
   14 年 3 月期 550,869,453 株 
 ②期末自己株式数 14 年 9 月中間期 4,881,322 株 14 年 3 月期 398,651 株 
２．15年 3月期の業績予想(平成14年 4月 1日～平成15年 3月 31日) 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 

通 期 

百万円 
320,000 

百万円

1,500 
百万円 
4,500 

円   銭 
2 50 

円   銭 
5 00 

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)  8円 24銭 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結７ページを参照して下さい。 
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比 較 貸 借 対 照 表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成14年 9月 30日現在)
 

前年中間期 
(平成13年 9月 30日現在)

 

前      期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在)

 
 

比 較 増 減 
対 前 期 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
１８７，８４７ 

 
１９５，１３１ 

 
１９９，８０６ 

  
△１１，９５９ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
自 己 株 式 
棚 卸 資 産 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

１１，００１ 
８５３ 

８９，９８３ 
１２，３０９ 

― 
２４，３７７ 
１７，６５２ 
３，７３９ 

２７，９５２ 
△２２ 

 
３３１，５５７ 

３，５６６ 
９７６ 

９７，３１０ 
２１，８８６ 

０ 
２８，１３２ 
１８，６０３ 
２，１７１ 

２２，８０２ 
△３１８ 

 
３３９，６９８ 

５，０００ 
８４０ 

９０，４４８ 
３０，６２８ 

― 
２６，７９３ 
２２，８６７ 
１，３９０ 

２１，８５９ 
△２１ 

 
３５１，２３２ 

 ６，００１ 
１３ 

△４６５ 
△１８，３１９ 

― 
△２，４１６ 
△５，２１５ 
２，３４９ 
６，０９３ 

△１ 
 

△１９，６７５ 

 
有 形 固 定 資 産  

 
９１，９０７ 

 
９５，７４４ 

 
９４，２５９ 

  
△２，３５２ 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

３２，２８６ 
３８，８１８ 

１６１ 
２，８３０ 

１５，１５１ 
２，６５７ 

 
１，４９１ 

３１，６４３ 
４１，４１４ 

２０５ 
２，７０５ 

１５，１９８ 
４，５７７ 

 
１，４３３ 

３３，１２２ 
４０，２２１ 

１７６ 
２，６８８ 

１５，１９８ 
２，８５２ 

 
１，４２８ 

 △８３６ 
△１，４０３ 

△１５ 
１４２ 
△４７ 

△１９５ 
 

６３ 

 
投  資  等  

 
２３８，１５９ 

 
２４２，５２０ 

 
２５５，５４４ 

  
△１７，３８５ 

投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
自 己 株 式 
長 期 貸 付 金 
前 払 年 金 費 用 
そ の 他 の 投 資 等 
貸 倒 引 当 金 

 

５５，９１３ 
１６１，８９２ 

― 
２，５５１ 

１３，９１０ 
５，０７３ 

△１，１８１ 

８１，７６９ 
１５１，８４７ 

３４３ 
５，０１０ 

― 
４，８０４ 

△１，２５５ 

８５，６０３ 
１６４，４６８ 

― 
１，６６６ 

― 
４，９９８ 

△１，１９３ 
 

 △２９，６９０ 
△２，５７６ 

― 
８８５ 

１３，９１０ 
７５ 
１２ 

 

資 産 合 計 ５１９，４０５ ５３４，８３０ ５５１，０３９  △３１，６３４ 
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(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成14年 9月 30日現在)
 

前年中間期 
(平成 13 年 9 月 30 日現在)

 

前      期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在)

 
 

比 較 増 減 
対 前 期 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
１４７，５１８ 

 
１５９，４８７ 

 
１５７，９０９ 

  
△１０，３９１ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
転 換 社 債 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

４，８１８ 
７２，７８７ 
３７，２０８ 
１０，０００ 

― 
１２，５６２ 
９，６３７ 

２０ 
４８３ 

 
１５０，６４１ 

７，１８１ 
７３，７９７ 
４４，５１８ 
１０，０００ 

２７０ 
１０，５８８ 
９，８２５ 
２，４８５ 

８２０ 
 

１３３，７３６ 

５，５６５ 
７５，９５９ 
４１，７５８ 
２０，０００ 

― 
５，４５７ 
８，４９６ 

１９ 
６５３ 

 
１５３，３６３ 

 △７４７ 
△３，１７２ 
△４，５５０ 

△１０，０００ 
― 

７，１０５ 
１，１４１ 

１ 
△１７０ 

 
△２，７２２ 

社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

８０，０００ 
１６，９８９ 
４５，３８０ 
６，２１４ 

― 
１，４４２ 

６１５ 

９０，０００ 
１６，９８９ 
１４，５４８ 
１，５１３ 
８，７２７ 
１，４０３ 

５５４ 
 

８０，０００ 
１６，９８９ 
４２，４６４ 
４，４４９ 
７，２３５ 
１，６００ 

６２５ 

 ― 
― 

２，９１６ 
１，７６５ 

△７，２３５ 
△１５８ 
△１０ 

 

負 債 合 計 ２９８，１５９ ２９３，２２３ ３１１，２７３  △１３，１１４ 

(資 本 の 部 )  
資  本  金  

 
６７，１７６ 

 
６７，１７６ 

 
６７，１７６ 

  
― 

 
資 本 剰 余 金  

 
７７，９２３ 

 
８２，３６０ 

 
７７，９２３ 

  
― 

資 本 準 備 金 
 

利 益 剰 余 金  

７７，９２３ 
 

７３，１５９ 

８２，３６０ 
 

８２，１５８ 

７７，９２３ 
 

７０，８０１ 

 ― 
 

２，３５８ 

利 益 準 備 金 
任 意 積 立 金 
中 間 未 処 分 利 益 又 は 
当 期 未 処 理 損 失 
( うち中間純利益又は 
当 期 純 損 失 ( △ ) ) 

１０，２９２ 
５７，６６７ 

 
５，２００ 

 
(３，７３５) 

１０，２９２ 
６６，４９８ 

 
５，３６７ 

 
(１，６０１) 

１０，２９２ 
６６，４９８ 

 
△５，９８９ 

 
(△８，３５１) 

 ― 
△８，８３１ 

 
１１，１８９ 

 
(１２，０８６) 

 
株 式 等 評 価 差 額 金  

 
５，０９６ 

 
９，９１０ 

 
２４，２２０ 

  
△１９，１２４ 

その他有価証券評価差額金 ５，０９６ ９，９１０ ２４，２２０  △１９，１２４ 
                      

自 己 株 式 △２，１１０ ― △３５６  △１，７５４ 

      

資 本 合 計 ２２１，２４６ ２４１，６０６ ２３９，７６５  △１８，５１９ 

負 債 及 び 資 本 合 計 ５１９，４０５ ５３４，８３０ ５５１，０３９  △３１，６３４ 
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比 較 損 益 計 算 書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当 中 間 期 
自 平成 14 年 4 月 １日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

前年中間期 
自 平成 13 年 4 月 １日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

前     期 
自 平成 13 年 4 月 １日 

至 平成 14 年 3 月 31 日  

比 較 増 減 
対前年中間期 

 金 額 
対売上高 

比 率 
金 額 

対売上高 

比 率 
金 額 

対売上高 

比 率 
 

金 額 増減率 

(経 常 損 益 の 部 )  
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

１６０，１９５ 
１３９，３６６ 
１８，３７５ 
２，４５３ 

％ 
 

100.0 
87.0 
11.5 
1.5 

 
 

１５５，４６７ 
１３５，５８２ 
１７，９８４ 
１，９００ 

％ 
 

100.0 
87.2 
11.6 
1.2 

 
 

３０４，６５８ 
２６６，５３２ 
３５，３２８ 
２，７９７ 

％ 
 

100.0 
87.5 
11.6 
0.9 

  
 

４，７２８ 
３，７８４ 

３９１ 
５５３ 

％
 

3.0 
2.8 
2.2 

29.1 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
１，６９５ 

 
1.1 

 
２，６８７ 

 
1.8 

 
５，９０２ 

 
1.9 

  
△９９２ 

 
△36.9 

受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

９８７ 
７０７ 

３，６０９ 

0.6 
0.5 

2.3 

２，０７７ 
６１０ 

３，５６２ 

1.4 
0.4 

2.3 

４，５８２ 
１，３１９ 

６，６４９ 

1.5 
0.4 

2.1 

 △１，０９０ 
９７ 

４７ 

△52.5 
16.0 

1.3 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

１，７５８ 
１，８５０ 

５３８ 

1.1 
1.2 

0.3 

１，６６１ 
１，９００ 

１，０２５ 

1.1 
1.2 

0.7 

３，４１９ 
３，２２９ 

２，０４９ 

1.1 
1.0 

0.7 

 ９７ 
△５０ 

△４８７ 

5.8 
△2.6 

△47.5 

(特 別 損 益 の 部 )  
特 別 利 益 １４，８７７ 9.3 ９，５０６ 6.1 １０，２３１ 3.3 

 

５，３７１ 56.5 
 
 

投資有価証券売却益 
固 定 資 産 売 却 益 
退職給付信託設定益 
子会社株式等売却益 

特 別 損 失 

２，２０４ 
７８０ 

１１，８９１ 
－ 

８，４５９ 

1.4 
0.5 
7.4 
－ 

5.3 

２２９ 
９，２７６ 

－ 
－ 

５，１３５ 

0.1 
6.0 
－ 
－ 

3.3 

２７２ 
９，２７６ 

－ 
６８２ 

１７，０７８ 

0.1 
3.0 
－ 

0.2 

5.6 

 

１，９７５ 
△８，４９６ 
１１，８９１ 

－ 

３，３２４ 

859.6 
△91.6 

－ 
－ 

64.7 
投資有価証券評価損 
事業構造改善費用 
子会社株式売却損 
子 会 社 支 援 損 等 

 

６９２ 
６，９１５ 

８５１ 
－ 

0.4 
4.3 
0.6 
－ 

１，５８６ 
－ 
－ 

３，５４８ 

1.0 
－ 
－ 

2.3 

１３，１８４ 
３４８ 

－ 
３，５４６ 

4.3 
0.1 
－ 

1.2 

 △８９４ 
６，９１５ 

８５１ 
△３，５４８ 

△56.3 
－ 
－ 
－ 

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は      

税引前当期純損失(△)  ６，９５６ 4.3 ５，３９６ 3.5 △４，７９７ △1.6  １，５６０ 28.9 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

２０ 
３，２００ 

0.0 
2.0 

３，００５ 
７９０ 

2.0 
0.5 

１，２７５ 
２，２７９ 

0.4 
0.7 

 △２，９８５ 
２，４１０ 

△99.3 
305.1 

          
中 間 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 ( △ ) ３，７３５ 2.3 １，６０１ 1.0 △８，３５１ △2.7  ２，１３４ 133.3 
前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 

 

１，４６４ 
－ 
  

３，７６５ 
－ 
  

３，７６５ 
１，４０３ 

  

  
 
  

中 間 未 処 分 利 益 又 は 
当 期 未 処 理 損 失 ( △ ) 

 
５，２００ 

  
５，３６７ 

  
△５，９８９ 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 
その他有価証券 
 時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
 時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品及び材料は総平均法に基づく低価法であります。仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移動平
均法に基づく原価法であります。 

 
３．固定資産の減価償却方法 

 有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 
 ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用しており
ます。 
 

４．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

 中間期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また貸
倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しております。 

 
(2)退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中
間期末において発生していると認められる額を退職給付引当金または前払年金費用として計上しており
ます。 

 
(3)役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しておりま
す。 
 この役員退職慰労引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。 
 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。 

 
６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
７．重要なヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 
 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処
理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段    ヘッジ対象 
  為替予約     外貨建債権 
  金利スワップ   借入金 

(3)ヘッジ方針 
 当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権の為
替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ
取引を行うものとしております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 
 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し，有効性
の評価としております。 

８．消費税等の会計処理 
税抜方式であります。 



 
－単独 6－

注記事項 
（貸借対照表の注記） 

                                          （当 中 間 期）        （前年中間期）     （前 期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額   234,181百万円        231,855百万円     235,052百万円 

 

２．保   証   債   務   等           43,106百万円         52,752百万円      39,677百万円 
  （保証類似行為を含めて表示しております。） 

３．転換社債の転換による新株発行額        －百万円          2百万円              2百万円 

転換社債の転換による資本組入額        －百万円          1百万円              1百万円 

 

４．発 行 済 株 式 数 の 増 減 

転換社債の転換による増加                  －株           5千株                5千株 

自己株式の買入消却による減少              －株             －株           10,558千株 

 

リース取引関係 
   
(所有権移転外のファイナンス・リース取引)    

  (当中間期) (前年中間期) (前 期) 

  工具器具備品等 工具器具備品等 工具器具備品等 
１. 取 得 価 額 相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 
中 間 期 末 ( 期 末 ) 残高相当額 

3,082百万円 
1,340百万円 
1,741百万円 

3,137百万円 
1,461百万円 
1,676百万円 

3,284百万円 
1,448百万円 
1,836百万円 

     
２. 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額   

 １ 年 内 
１ 年 超 

(合  計) 

645百万円 
1,096百万円 

(1,741百万円) 

648百万円 
1,028百万円 

(1,676百万円) 

668百万円 
1,167百万円 

(1,836百万円) 

     
３. 支払リース料(減価償却費相当額) 365百万円 378百万円 770百万円 

     
４. 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。 

５. リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中

間期末(期末)残高等に占める未経過リース料中間期末(期末)残高相当額の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 
 

有価証券関係 
 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                    (単位：百万円) 

当中間期 
(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前年中間期 
(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

前 期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

種 類 中間 
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 
中間 

貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 

子会社株式 － － － － － － － － －

関連会社株式 2,692 6,157 3,465 2,692 6,387 3,695 2,692 6,157 3,465

合  計 2,692 6,157 3,465 2,692 6,387 3,695 2,692 6,157 3,465

 


